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令和７年度(令和６年度分)志學館大学自己点検・評価報告書  

 

本学では，学園の「自己点検・評価に関する規程」，学則及び内部質保証のポリシーの下

で，「志學館大学における大学運営及び教育研究実施の質保証制度」を定め，自己点検・評価

の PDCAサイクルとロードマップを定義し，年度を単位とする定期的な自己点検・評価を実施

している。 

この制度は，大学の①中長期経営計画の中の単年度計画の点検，②改革総合支援事業等

（以下，「支援事業」という。）に係る点検，及び③認証評価に係る年度点検，これら 3つの

点検評価を統合的に実施することで，自己点検・評価の確実化，効率化を図っている点に特

徴がある。具体的には，３つの点検評価を一つの表に統合し，中長期経営計画を軸にして改

革総合支援事業の要求事項を勘案しつつ毎年度途中に中間点検を行うとともに，年度末に年

度計画の達成度を評価する。それを認証評価の基準，項目，視点と照合しつつ，大学運営の

質の向上を検証してきた。 

令和 3年度（2021 年度）は第 3期認証評価受審の年であったと同時に，次期中長期経営計

画（以下，「第 4次計画」という。）策定の年でもあったため，当該期間の全体的，包括的な

レビューが必要であった。従って，令和 3年度に作成した自己点検・評価報告（注；令和 2

年度分の評価）では，第 4次計画を視野に入れた形で整理した方が有意義であると判断し，

令和 2年度の点検･評価を含め，当該期間を通した全体的，包括的レビューの結果を取りまと

めた。 

令和 4年度（2022 年度）の自己点検・評価報告（注；令和 3年度分の評価）にあっては，

令和 4年度が第 4次計画のスタートの年に当たるため，計画の遂行及び各種取組の開始に際

して，それら取組の背景等を把握しやすいように，認証評価項目ごとに，問題点や不十分な

点のみを，中長期計画，支援事業に係る点検結果を踏まえつつ記した。 

令和 5年度（2023 年度）自己点検・評価報告（注；令和 4年度分の評価）では，これを踏

襲し，問題なく実施できている箇所は，項目番号とともに省略し，問題点や不十分な点のみ

を記した。ただし，令和 4年度の取組により，改善された箇所や進捗が見られた部分は記載

し，改善の進捗を把握した。 

令和 6年度（2024 年度）自己点検・評価報告（注；令和 5年度分の評価）の記載方針は，

これらの踏襲を基本とした。ただし，第 4次計画（6カ年計画）は，3年経過時点で上半期の

総括的レビューと下半期に向けた計画全体の見直しを行う中間点検の実施を内包しており，

令和 6年度末は上半期 3年の最終年に当たる。従って，報告書の取りまとめ時点（2024 年 6

月）で，この間の学長交代や大学を取り巻く状況の変化等を受け，第 4次計画下半期に向

け，計画の修正等，すでに見えている部分もあることから，本報告では一部，中間点検を見

据え，これらを意識した記載になっている。加えて，同様の理由から，問題なく実施できて

いる箇所であっても，効率的な中間点検のために，必要に応じて，進捗状況を記載したとこ

ろもある。 

以下に示す，令和 7年度（2025年度）自己点検・評価報告（注；令和 6年度分の評価）で

は，これまで通り，日本高等教育評価機構の第 3期評価基準を軸に，問題なく実施できてい

る箇所は，項目番号とともに省略し，問題点や不十分な点のみを記載することを基本とし

た。しかしながら，本年度は，第 4次計画（6カ年計画）の下半期 1年目にあたるため，中間

点検の観点から，可能な限り上半期 3カ年のレビューを意識した取りまとめとなるようにし

た。従って，問題なく実施できている箇所も記載している所が多い。 
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このようにいわゆる「認証評価」に繋がる年度毎の自己点検評価の表面的様態が中長期経

営計画の年度進行にリンクしていることは，本学が自らの質保証制度として取り組んでい

る，自己点検・評価の確実化，効率化を図るための「3つ点検評価（認証評価に係る点検と中

長期経営計画の点検を横並びに整理し，これに年々高度化する社会的要請や変化への対応状

況を改革総合支援事業等の要求事項に対する対応の進捗具合を指標として点検する。）」の実

施からの自然な帰結でもある。また同様の理由から，1つの施策や取組が本報告書中，複数箇

所に記載されている箇所もある。 

本年度（2025 年度）より「認証評価」は第 4期目に入り，特に学習成果を基軸に据えた内

部質保証の重視とその実質性が問われる評価になるとされている。日本高等教育評価機構は

これに対応する新評価システムを既に公表しており，本学も次期認証評価受審を見据え，（当

該評価機関での受審を前提に）2024 年度の点検評価をこの新しい評価基準に沿って行うこと

も考えられた。しかしながら直近の中教審答申等を受け，この新評価基準が未だ流動的であ

ること等を踏まえ，今回はこれまで通り，第 3期基準で整理することにした。 

 

1－1．使命･目的及び教育目的の設定 

①意味・内容の具体性と明確性，②簡潔な文章化，③個性・特色の明示 

 第 4次計画では，全体を統べるスローガンとして，「責任ある大学，信頼される大学」を掲

げ，変化に対応しながら，「地域重視」と「コンプライアンスと誠実性」を強く意識した大学

運営の姿勢を明確に示した。その中で施策「学生を自立させる風土と方策の構築」を掲げ，

広報の各所で謳っており，父母等に対するスピーチでも強調している。明示的に方策といえ

るほどには至っていないが，各種施策・取組で教職員間に通底している思いであり，社会

的・職業的自立に関するキャリア支援体制は整っている（2-2-①）。 

キャリア教育政策上の職業的・社会的自立や発達論における自立概念については，全キャ

リア形成科目群で取り上げている。 

HPの多言語化は進んでいなかったが，2024 年度冒頭に，近年の AI翻訳技術の進展を踏ま

え，日本語ページの一層の充実に注力する事でこれに代える旨，学長方針が示された。 

④ 変化への対応 

 学校教育法以下，各法令等に適合する学内制度の整備に向け，令和 4年度改正大学設置基

準（以下，「設置基準（R4）」という。）をはじめ，中教審その他の提言等への対応等，確実に

実施している。産業界の意見も聞いている。2023 年度末には DP改正まで行き，学則改正も

行った。 

新しいデジタル技術の活用による教育における新たな価値創造を遠景に見つつ，社会的要

請に対応し，数理･データサイエンス・AIへの関心・理解・活用能力を持つデジタル人材の育

成を目的とした体系的教育の実施を検討する DX推進チームの立ち上げ，2024 年度から実装し

た（3-2-⑤，4-2-②，4-4-③）。 

 

1－2．使命・目的及び教育目的の反映 

① 役員，教職員の理解と支持 

第４次経営計画マニュアルを作成し，共有している。これにより，使命・目的及び教育目

的を承けて策定された中長期計画の背景や意図について，教職員の共通理解を進める基礎は

固めてある。当該マニュアルを用いながら行う，第 4次計画の実行，点検，評価には各担当

部署でほぼ全ての教職員が関与している（6-2-①）。 
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② 学内外への周知 

使命・目的から各種ポリシーに至るまでの本学の戦略的方向性について，産業界，高校教

育界，ステークホルダー等を含む学内外に対して，誠実かつ確実に情報提供し，支持が得ら

れるよう，コンプライアンス重視の広報の整備をさらに進める必要がある。 

学校教育法で定められた情報公表等を確実に行う広報・情報管理体制は未だ十分とは言え

ない。ただし，これらへの対応を含め設けられていた広報・情報発信管理会議を，2023 年 4

月，募集対策を含め，情報と各種取組の戦略的管理と機動的運用を行う会議体（緊急対策会

議）へと学長主導で改組した。さらに 2024 年度にはミッションは固定したまま恒常的位置づ

けにして企画戦略会議に発展的に改組した。設置基準（R4）に示された「社会に開かれた質

保証」を進める上でも，その礎となる取組と評価できる。 

④ 三つのポリシーへの反映 

点検評価に基づき改定がなされる「三つのポリシー」に関する運用・管理方法を整理し，

その整合性・有効性の検証・改善の実効性，効率化を高めた。 

大学 DP を整理，改定し，これに合わせて学部 DP及び学科 DP の改定を行った。これは次期

（第 4期）認証評価で重点化される見通しの「自己点検結果に基づく改善の評価と公表」に

該当する好例となる。 

 

2－1．学生の受入れ 

① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

多様な背景を持つ学生の受入れへの配慮を進め，APを改定し，2023 実施分の入試から地域

特待と連動した「離島枠（学校推薦型選抜Ⅱ期地域枠制）」を新設し，確実に実施している。

当該選抜の目的や評価する能力，期待する成果・効果及び実施する合理的理由を HPで公表し

ている。 

支援事業での学力の三要素の重視等に鑑み，APの継続的検討と志學館大学アセスメントポ

リシーを踏まえた現行 APの有効性の検証が今後も継続的に必要である。 

② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

（学力を多面的・総合的に評価する選抜制度の検証・改良） 

学力を多面的・総合的に評価する選抜制度の検証・改良に向け，募集制度の継続的点検と

整備を進めている。入試問題の作成は全面的に大学自らが行っていることに変化はない。 

新しい入試制度（募集枠の新設）にあわせて APとの整合性の検証は確実に行っている。 

教職課程申請に合わせて心臨の AP見直しの検討を行った（2-1-①）。 

APに従った要素評価配点の継続的検証と改善は確実に行っており，入試実施要領の点検整

備も行っている（2-1-①）。 

グローバル特待と IT 特待を導入した。総合型選抜・スポーツ総合型選抜に 3期を導入し，

受験者実績を得た（2-1-①）。 

「年度内募集の強化（推薦系入試）」を掲げ，専願のみであった総合型選抜に併願制を導入

した。 

一般選抜英語の難易度調整（平均 60点程度化）に関する検討を進め，本問題と予備問題間

の相違は小さく，いずれも 60点前後の平均点となることを確認できた（2-1-①）。 

 支援事業で，数理・データサイエンス・AIを応用できる力を判定するため，文理を問わず

「数学」又は「情報」の試験問題を出題することや資格・検定試験等を活用することが求め
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られていた。2025 年度に実施する入試で，「数学」又は「情報」を必須とする共通テスト D

方式導入を決めた。 

 支援事業で，英語の総合的な英語力（４技能（読む，書く，聞く，話す））の評価を行うこ

とが求められていた。2種類の英語外部試験利用型入試の導入を決め，概要を HP 発表し，

2024 年度に行う入試から実施する。そのうちの１つは一般前期に「英語民間試験利用型（特

待選抜）」を設け，文科省例示試験の「B1」基準で「見なし満点」とする制度で，いま 1つ

は，共通テスト利用型選抜で，外部試験の成績に応じて得点を加算する方式（具体的加算内

訳は 2023年度中に HP公表済み）のものである。導入した「資格・検定試験」が 4技能に対

応しているかは確実に確認している。 

 支援事業で，多様な背景を持った学生の受入れに配慮した選抜（地域枠，離島枠等）を行

うとともに，当該選抜の目的，評価する能力，期待する成果・効果及び実施する合理的な理

由を公表することが求められていた。先述の通り，同趣旨の AP改正を受け，2023年度に実

施する入試から，学校推薦型選抜Ⅱ期［地域枠制］を導入している。選抜方法及び出願時期

は，共通テスト A方式と同じだが，調査書と推薦書も求める。その目的や実施に係る合理的

理由等は，HPで公表している。 

 支援事業で，入学者選抜の妥当性の検証が求められている。従前 IR分析及び同報告書「DP

達成度と入試区分分析」で行ってきたが，この検証過程に，外部有識者の知見を活用するた

め，2023年度から高等学校関係者への聞き取り web 調査を導入し，継続している。調査結果

は運営会議で審議している。 

③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（鹿児島県の高等教育機関の動向等に対応した募集戦略・企画の構築） 

高校生及び父母等対象の個別相談会（受験相談会）を 3月から 9月まで毎月実施した。教

員と入広課職員ペアによる高校訪問は取りやめ，高等学校への訪問説明は専ら入試広報課員

により実施した。高等学校関係者へのヒアリング調査結果を踏まえ，教員による単独訪問も

当面は中止とした（2-1-②）。 

特待生制度と連動しないスポーツ総合選抜制度は，受験者のほとんどが特待を申請してお

り，スポーツ実績のない受験者に該当がなかったため，本取組は以後廃止とした（2-1-②）。 

 募集広報における「コロナ下・ポストコロナ」の意識は廃し，学期前期の高校訪問に加

え，後期でも連携校を中心に 2度目の高校訪問を行う体制を敷いた（2-1-②）。 

特待制度と連動しないスポーツ総合選抜制度の広報強化，特に「高校 4分類」に従い，推

薦系率が高い高校への対人説明を強化した。心理臨床学科の新コース（スポーツ健康）への

関心を反映して，推薦系入試の受験生が増加した（2-1-②）。 

編入学促進に向けた募集活動として，鹿女短はもとより県立短期大学で編入学の説明会を

実施し，総合型選抜Ⅰ期で 3名の編入生が合格した（2-1-②）。 

募集・広報活動での後援会の機能の活用強化に向け各種取組を模索したが，入試広報課と

後援会との連携は行われなかった。今後の進展が期待出来ないため，募集・広報活動での後

援会との連携は廃止とする（2-1-②）。 

先述の通り，2023 年度に新学長体制下で，広報・情報発信推進会議は，時限的措置として

「緊急対策会議」に改められ，募集広報活動を一元的に企画・管理した。本学の「魅力の再

発信」を軸に，選択と集中による募集広報体制の再編成をはじめ，各種施策に矢継ぎ早に取

り組み，所期の目的達成に貢献したと評価できる。2024 年度には，当該会議体が有していた

実働機能を各担当部署に割り振り，マネジメント機能（広報活動を含め，学生募集に関する

戦略的ビジョンの形成，検討）を担う「企画戦略会議」に発展的に改組した（2-1-②）。 
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新学長体制化での取組は，具体的には，持続可能な全学的な公開講座の開講，心理臨床学

科，人間文化学科及び法ビジネス学科に新コース設置，保健体育教職課程の新設認可申請

（2025年度に認可見込み），懸案となっていた HP リニューアルを一気に進め稼働を開始した

こと（2024 年度 4月），個別相談会や大学説明会やオープンキャンパス，高大接続活動等の充

実化などである。これら取組は必ずしも学生募集が主目的なものばかりではないが，確実な

学生確保に相当に寄与していると評価できる。なお上段記載の新設各コースの具体は，心理

臨床学科「スポーツ健康心理コース」，人間文化学科「韓国・中国言語文化コース」，法ビジ

ネス学科「法ビジネス総合コース」「ビジネスキャリアコース」「デジタルマネジメントコー

ス」である。 

 研究科は，学内外向けの大学院説明会をコンテンツや実施方法・体制等を検証しながら，

継続的に実施しており，2024年度は大学院説明会を大学院生の実習の一環として実施するな

どしている。 

 大学院の情報発信を担う組織体の常設化と大学（学部･学科）広報との連動強化の検討

は，当該 WGを常設委員会に移行する方向で検討を進めている（2-1-②）。 

（高大連携活動の推進） 

 主要連携 14高校との意見交換会を年 2回，確実に実施している。以後，検証を行いなが

ら継続する。2024 年度は沖永良部高校，喜界高校との包括的連携協定を締結し，また沖縄県

の高校との連携強化を図った（2-1-②）。 

 高大連携を軸とした指定校制度の再構築に向け，2022 年度に指定校枠の随時変更を決めて

以降，改善を要する課題は顕現化しておらず，2023 年度及び 2024 年度中に顕著な取組はない

（2-1-②）。 

 高校側のニーズ（講師派遣や選抜等に関すること等）把握分析を受け，リクエスト講義に

加え開始した「リクエストゼミ」を「総合的探究の時間への講師派遣」という形で整理し，

高校側が理解・利用しやすい体制を整え，維持している。また連携校を中心とした高校側の

ニーズに対応して，大学主催で「課題探求・研究発表大会 2024」を実施し（2025/3/16），15

校 25グループが参加した。 

 協定高校との持続可能な連携協力の在り方，学校選定等についても見直しも含めて実態に

応じた検討を継続する（2-1-②）。 

支援事業で，高等学校教育と大学教育の連携強化に向けて，大きく 4つの取組（①大学等

における学修を高校生が経験する取組（合同授業の実施等）の実施，②高等学校又は教育委

員会との年２回以上の定期的な意見交換体制の構築，③高等学校と大学等との合同研修の実

施，④高等学校と連携した入学前教育の実施）の実施が求められている。いずれも確実実施

しており，継続的実施に向けた体制整備もできている。 

（法学部学科分属制度の整備） 

分属制度は機能している。これまで法律学科志望が多かったが，次年度（2025 年度）は法

ビ志望が多い。法律学科の魅力化も合わせて検討する余地がある。 

（定員管理の確実化） 

 2023年度に行った，選択と集中による募集･広報体制の抜本的な見直しが功を奏し，入学

者数の微減傾向は底を打ったと見ていたが，2025年度入試（2024 年度実施）では受験者数及

び 2025年度入学者数は大幅に増加し，学部の収容定員充足率は，101.4％（2025年 5月 1日

現在）となった。今後もステークホルダーとの連携を含め，教職協働体制で入学定員に沿っ

た適切な学生受入れ数の維持に努める。 
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定員管理は，2023 年度は受験者動向の激変により，従前の予測式の精度低下に対する懸念

を受け，学長直下の緊急対策会議が定員管理に係る原案を作成し，入試管理委員会で協議す

る体制で対応した。2024 年度は，学長，入試広報課長（アドミッション・オフィサー），入学

長補佐（入試広報担当）及び局長を中心に検討・立案がなされ，入試広報課長が入試管理委

員会で提案し，協議する体制で対応している。予測計算手法に関する体系的な SD 研修等の開

催実績は 2024年度にはなかった。 

 研究科では，2023 年度から入学定員を 13 名としている。研究科の収容定員充足率は

119.2％（2025年 5月 1日現在）である。国家試験出題基準等を踏まえた専門科目入試問題精

度向上への取組は，十分な成果が得られていない。ただし新入学者に対する国家試験過去問

を踏まえた入学前課題を試行的に開始した。 

 

2－2．学修支援 

① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

（高大接続による入学前学習指導・教育の整備） 

高大接続による入学前学習指導・教育の整備のために，手続き者向け指導コンテンツの検

証と改善を行い，運用効率向上と省力化を図るため，講義視聴課題や読書課題等の web 配信

を開始した。 

主要連携 14高校との意見交換会（年 2回）を確実に実施し，「探究の時間」コンクール実

施を含め，意見交換を行った。また 2024年度は沖永良部高校，喜界高校との包括的連携協

定を締結した。 

支援事業（教育の質）で，学部等の入学予定者に対して入学前に取り組むべき課題等の提

示が求められている。全員に提示している。 

（導入教育の改善） 

「学問へのステップ」の検証と継続的改善に向け，教員からの意見を反映した新テキスト

が完成させ，使用開始した。加えて新コンテンツの実施状況を確認した。学ステ担当教員不

足への対応として配置体制を見直した。 

導入教育授業科目の改善と質の向上に向け，「総合教養講座」の後継 2科目（「教養として

の日本近現代史」「教養としての政治経済」）と寄附講座「ファイナンシャルリテラシー」を

開講した。 

支援事業（教育の質）で，大学教育に必要な学修方法の習得等を目的とした「初年次教

育」の実施が求められている。実施できている。 

（学生を孤立させない方策の構築；障がいのある学生への支援制度の検証と改善） 

学生の居場所作り，学生が所属感を感じやすい小コミュニティ形成に向け，2023 年度に実

施した要支援学生を対象とした実態・意識調査をもとに，学生支援センターで居場所設置と

その改善を行った。加えて，「学問へのステップ」クラス編成を軸とした適応支援制度とし

て，友人作り・懇親企画への補助を検討し，2025 年度からの実施を決めた。 

 入学手続き完了者（入学予定者）に対して配付する「入学前ガイダンス資料」は，検証と

改善を繰り返しており，完成度は高まっている。入学予定者が入学前に，大学生としてのレ

ディネスを高め，入学後の早期適応に寄与していると評価できる。 

（学生支援センター・室の機能の検証と改善） 

学生支援センター，高大接続教育センター進路支援センター，学務課，保健センターで情

報共有会を実施した。年度末にも 2回目の情報共有会を実施した。 
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 支援者（教職員）への支援体制の強化のために，「学生支援ハンドブック」のアップデー

トに向け，教職員対象のアンケートを実施し，また合理的配慮や精神疾患・発達障害に関す

る啓発活動，FD・SD活動として，日本学生相談学会，JASSO などの研修会情報を教職員に随

時周知した。 

 予防支援の充実のために，「心とからだの相談会」を，実施体制等検証しながら，継続し

て実施している。比較的健康な学生を対象とした心理適応を図る心理教育として，デート DV

講座や学生間交流を促すクリスマスリース作りイベントを実施した。 

（学修困難者（学習力不足や学習意欲の低下）への支援体制の構築） 

高大接続教育センターは学生支援センターと連携しながら，集団的指導体制を充実させ，

グレーゾーン学生の支援を確実に行っている。また新たに適応支援に向けた進級制度の導入

を決めた。 

父母等との面談を含む連携システムの構築は2023年度までにほぼ完了している。学生支援

センターとの連携も教員の配置により円滑に進んでいる。 

（大職接続教育の研究と構築） 

 大職接続教育の研究のため，卒後 3年目の卒業生を対象とした卒業生調査及び就職先企業

等調査を実施し，IR報告書の作成を継続している。 

（学生ピアサポート制度の改善と積極的活用の推進） 

学生支援センターで，学生サポーター制度の有償化が妥当と結論を得た。今後，その具体

化が課題である。 

ピアグループ活動の検証と充実化に向け，学生支援センターを利用している学生を対象と

したランチグループや学外研修を実施した。 

② TA（Teaching Assistant）等の活用をはじめとする学修支援の充実 

（TA・SA制度の点検と改善；教育諸制度の点検と継続的改善） 

TA・SA 制度の点検と改善の中で，2024年度は，外国語科目 SAは留学生不足で，海外研修

等経験の日本人学生を配置しカバーした。SAに対する事前指導，研修体制は整備し，情報系

科目でも SAを配置している。 

院生 TA 制度は，安定的に運用されており，TA研修会も確実に実施されている。 

要支援学生に対する学生サポーター制度は，学生支援センターによる要支援学生へのアン

ケート調査の実施や他学の制度視察など，継続的なメンテナンスを行う体制が整っている。 

 支援事業で，教育研究活動への学生の参画を促す仕組みとして，学生を TA・SAなどの教

育サポートスタッフとして活用するため，その業務内容や大学等の教育研究における役割等

を明文化するとともに，研修やマニュアルの整備等を行っていることが求められている。確

実に行っている。 

 支援事業で，ICT を利活用した教育実現のための技術支援・教育支援を行う体制整備が求

められている。2023 年度に学長裁定で，情報基盤センターが教職員に対する技術支援・教育

支援を行うことを示した。体制の整備は出来ているが，教職員に対する周知に課題が残って

いる。 

 

2－3．キャリア支援 

① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

（進路支援体制の検証と改善） 
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学生情報の共有と活用強化のために，来年度（2025年度）の導入に向け，学生情報のDX化

を進めた（2-2-①）。加えて，教員と進路支援担当者との情報共有の強化のために，教授会

やメール等を通じて，学生の進路状況を教員と情報共有を積極的に図った（2-2-①）。 

 大学院志望の学部学生への支援強化のために，大学院授業公開，院生による相談会，大学

院説明会，心理学基礎講座等，確実に実施している（2-2-①）。 

大学院生に対する支援は，マナー講座等を開催している。2024 年度は年 3回実施した（2-

2-①）。 

進路支援センターと資格センターの更なる連携・調整の強化に向け，両センター共催で，8

月に集団討論対策講座（自治体向け），10月に内定者パネルディスカッション（公務員），1

月に公務員直前対策講座を実施した。また公務員試験対策（集団討論等）で連携をとり指導

に当たった（2-2-①）。 

進路支援領域での同窓会・同窓会役員との連携強化については，現時点では取組の糸口が

見いだせていない。有効性の検証を含め，再検討が必要なため，取組一時停止が妥当と判断

した（2-2-①）。 

・キャリア教育に係る情報共有体制の改善：キャリア形成科目情報の進路支援センターへの

共有方法・内容の改善に向け，担当者と部署間での情報共有は進んでいるが，制度化に課題

がある。2024 年度は，進路支援センター会議にキャリア形成科目担当者が参加するように

し，企業等からの授業連携依頼の検討にキャリア形成科目担当者と連携する仕組みを整え

た。 

・インターンシップ制度の継続的改善：インターンシップ制度の改善に向け，マッチング精

度を向上させ，汎用的能力・専門活用型インターンシップにより，適切な進路指導に繋げる

ことやインターンシップ希望学生と企業との仲介機能を強化することを目指している。「正規

のインターンシップ（タイプ 3）」は参加者，受入先企業が非常に少ない現状を踏まえ，授業

科目の「インターンシップ」では「課題解決型インターンシップ」を実施することとし，次

年度（2025 年度）に向け協力企業を開拓した。 

・国家資格教育の検証と改善；研究科との接続性に配慮した学士課程教育：研究科との接続

性に配慮した学士課程教育のために，大学院生を主役とした専門科目入門講座開講（継続）

や公認心理師国家試験出題範囲を考慮した講義・実習の充実，大学院生による進学希望学生

に対する講義の充実等を掲げている。前段の通り，2024 年度は，TA活用の枠組みで，学部生

向け「心理学基礎講座」を大学院生が実施した。効果向上に向けた意見聴取も実施した。 

・進路支援プログラムの改善：進路支援プログラムの継続的な内容改善に向け，夏季休業ま

での準備（自己分析，自己PR作成，マナー講座，業界研究ガイダンス等）を充実させ，より

有益なインターンシップにつなげることや進路支援プログラムに選択的に1，2年生の参加を

積極的に促すことに取り組んでいる。2024年度は，低学年向けのプログラムを充実させ，イ

ンターンシップ等への参加や就活の早期化対策につなげた。 

・資格試験対策教育の質的向上：資格教育については，資格センターが確実に PDCAサイクル

を実行しながら，選択と集中による支援体制を充実させている。2024 年度は，他大学の実施

状況や予備校等の指導方法，著名講師の著作等の研究を進めた。また講義方法に対する学生

ニーズの聴取を済ませた。次年度の講座に反映させる。 

資格ならびに公務員講座に関する教職員連携体制の強化に向け，教授会で資格取得状況を

報告した。資格センター講座と関連する正規科目担当者との連携活動については，情報の確

認と連携の方向性を検討中のため未達である。 
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 支援事業で，企業等と連携した多様な背景を持った学生の学修継続や卒業後の活躍推進を

目的とした修学支援などの取組が求められている。企業等との連携強化を念頭に，「地域特待

制度」を利用する学生の学修の充実化を図るため，中小企業家同友会と当該趣旨の取組に関

する覚書を取り交わしている。 

 支援事業で，学部・学科・研究科等において企業等と協定等に基づき２週間以上の（長期

の）インターンシップ科目を必修科目として開講し，その実績があることが求められてい

る。共通キャリア選択科目に「インターンシップ（長期）」が，法ビ必修科目に「法ビジネス

基礎演習」があるが，「必修で長期」科目は設定できていない。 

社会的動向を踏まえつつ，キャリア形成の観点からは，適切な進路指導につながる，イン

ターンシップ制度の継続的改善が必要である。特に支援事業との関連では，安定的な長期イ

ンターンシップの機会を確保する制度構築が必要である。 

 

2－4．学生サービス 

① 学生生活の安定のための支援 

（学生支援関連の諸制度（特待生，奨学生等）の点検と整備） 

 2024年度末時点で 6つの特待生制度（学業特待，グローバル特待，IT 特待，成績上位特

待，技能特待，地域特待）の整備を完了している。2023 年度は AP 改正を行い，入学時特待

（地域特待）と連動した入試枠（学校推薦型選抜Ⅱ期［地域枠制］）を新設した。これに呼応

させる形で，諸島部出身の学生同士の相互交流促進を企図した学生グループを立ち上げ，ピ

アサポート体制の強化を図る取組を実現させた。2024 年度は推薦系入試（年内入試）の特待

制度強化を念頭に，高等学校での学びの成果を評価するグローバル特待と IT特待を新たに導

入した。 

特待生制度の継続審査の厳格化が，学修状況の改善に与える効果は，今後もモニタリング

する。2024 年度は特待継続審査基準を実効性の向上に向け検証し，改善した。大学院の特待

生資格継続審査基準は規程に反映させており，2023 年度より実質化した。 

（サークル活動及び学友会の教育上の位置付けの再検討） 

 学生の課外活動に対する支援の適切性を評価する観点から，指定サークルの位置づけの検

討を行う中で，2023 年度は新たに指定サークル監督者会議を実施した。大学と指定サークル

活動間の連携強化を念頭に，2024年度はこれを常設化し，確実に実施している。 

 NIVASに加盟することを決め，育成，研修，就職支援等，指定サークル学生への支援や問

題等防止等への活用が期待できる。 

学友会の教育上の位置づけについての検討は進んでいない。役員の成り手不足が課題とし

てある。2025 年度から「学問へのステップ」で学友会メンバーの選出を実施することを決

めた。また機会を捉えて，学友会の自律化を意識した関わりに取り組んでおり，今後の進展

には期待が持てる。 

 

2－5．学修環境の整備 

① 校地，校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

学園の計画に従った ICT機器の更新や整備に向け，2024 年度は講義室プロジェクタやパソ

コン室プリンター等の更新を行った。ICT 機器やネットワーク回線の不具合等に機動的に対

応し，例えば，学生寮から業務システムへの安全な接続が可能となり，学園全体の業務ワー

クフローに寮監が参加できるようになった。 
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学生生活を支援する開放型スペースの創出や「合理的配慮」を踏まえた学習環境，体系的

な植樹や造園等の整備に向け，アメニティ調査改革チームを組成し，検討・協議等を行った

（2-5-③）。入学者数を増加させ，予算の獲得を目指し，本計画最終年度までに完全実施を行

う。 

② 実習施設，図書館等の有効活用 

図書館には，ラーニングコモンズやグループ学習室，自習室が整備され，講義や演習など

で有効に活用されている。各種の図書館利用促進策（読書マラソン，本の福袋，企画展示

等）を実施し，効果の検証を行いながら，企画を継続している。図書館の ICT 教育拠点化

（ハブ機能の強化）の検討は行わない。 

心理両センターは有効に機能し，実験室も活用されている。 

実習施設の有効活用に向け，研究科で研究における心理両センター利用に関するルールを

整備した。また大学院授業において検査技術試験を導入している。2024年度は研究等で実習

施設を利用する際のルール，手続き等を策定した（4-4-①）。 

③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

自動ドアやバリアフリー対応トイレの敷設などはできている。利便性の向上に向け，2024

年度はアメニティ調査改革チームを組成し，検討・協議等を行い，経年劣化等で修繕の必要

な部分の洗い出しを行った。 

④ 授業を行う学生数の適切な管理 

40周年記念ホールの完成を受け，教室保有体制が大きく改善されている。 

教室等の利用効率のモニタリングを継続している。時間割 WGは，IR分析等を注視しながら

効率的教室利用（教育効果の向上と適切なクラスサイズの管理）を向けた調整（時間割変更

と教室移動等）を制度化し，年度末に確実に行っている。2024 年度は教室収容率を 100％に

戻し，利用効率のモニタリングと調整を行う手順等を作成し実施した。 

 

2－6．学生の意見・要望への対応 

① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

学生の意見・要望等の把握は，多チャンネル方式を維持することにより，できていると評

価する。意見･要望の分析，検討，活用もできている。汲み上げた意見・要望等を，学生が意

見の反映を実感してもらえる形でフォードバックする方法の改良が課題として残っている

（2-6-②，2-6-③）。 

② 心身に関する健康相談，経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見・要望の

把握・分析と検討結果の活用 

 学生支援センターは，合理的配慮制度のモニタリングと必要に応じた改善のために，要支

援学生を対象に意向調査を継続的に実施している。2023 年度は結果を踏まえ，談話室に個人

スペースを確保した。検証プロセスで学生意見を参照し，施策・改善に反映させた好例と言

える。2024 年度は JASSO の分類改訂に伴い，遠隔授業の扱いの検討を開始した。さらに支援

体制の向上に向け，情報基盤センターとの協議を進めた。 

③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

各種学生アンケート等に基づき，学生の意見・要望等を把握し，適切に活用，対応してい

ると評価する。 
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支援事業では，教育研究活動に学生の参画を促す仕組み，特に大学の意思決定に学生が参

画する機会を設けているかが求められている。毎年，学生代表（学友会代表）と大学執行部

との意見交換会を実施しており，改善に活用する仕組みができている。 

 

3－1．単位認定，卒業認定，修了認定 

① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

DPを軸にした教育課程の組織的・体系的編成と継続的改善に向け，科目が担う DPの点検は

継続的に実施している。加えて，志學館大学スタンダードを用いて，DPの達成度（学修到達

度）を分析するスキームを採用し，DP及び科目が担う DP点検の基礎を構築している。 

毎年，期末データで学習到達度の検証を行い，IR報告書にまとめている。編成会議で新科

目への DP割り振りは確実に実施している。現行科目への DP割り振りの点検は未達だが当面

は現行を維持する。 

学習支援ポータル（以下，「ユニパ」という。）上の成績確認画面で，DPの達成度をリアル

タイムでモニタリングできる仕組みを導入した。学期初めオリエンテーション等，機会を捉

え，学生への周知も進めている。これにより，学修成果の可視化及び現状のフォードバッ

ク，さらには学生に対する DP周知についても一定の改善があったと評価する（3-3-②）。 

大学院では，大学院 DP及び CPと教育課程の整合性・体系性の改善を進め，DPを踏まえた

CP に確実に沿った，知識（講義）と技能（実習）の高次バランス化を図っている。公認心理

師国家試験スケジュール変更を踏まえ，学事暦の前倒しを含め，講義は国家試験出題基準の

内容をより意識したものにし，実習は公認心理師法細則で求められている時間数に収まるよ

う，継続的に調整している。大学院 ASPの策定は進んでいない。周知法にはなお改善が必要

である（3-2-①）。 

② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準，進級基準，卒業認定基準，修了認定基

準等の策定と周知 

 2022年度に学生の履修行動を分析し，共通教育・専門教育の卒業要件単位の改正を行っ

た。この新カリキュラムは 2023年度入学生から適用された。新しい卒業認定基準が学生の履

修行動に与える影響等の経時的モニタリングは，DP達成度調査で行っている（3-1-③）。 

単位認定制度の検証と実質化を進めるため，各科目シラバスの到達目標は，DP達成を意識

して不断に見直すことを指示している（3-1-③）。また科目担当教員によって設定されている

成績評価基準が DPを踏まえているかについては努力義務レベルに留まり，組織的な検証は進

んでいない。 

 研究科では，2022 年度に修士論文判定基準を明確化し，副査制度を実質化した。加えて院

学則改正に伴い単位認定基準を整理した。実習評価制度（実習単位認定）を整えた（3-1-

③）。2023年度には改正された学則に応じた単位認定の実施，実習評価制度の検証を確実に行

った。2024 年度は実習科目（臨床心理実習Ⅰ，Ⅱ）の単位認定基準の検証を行った。 

シラバス記入内容・様式の継続的改善に向け，ICT の利活用促進の観点から，2024後期シ

ラバスから「ICT 活用」欄を設定し，あわせてシラバス作成手引きのアップデートを確実に行

った（3-2-③）。 

 支援事業では，教育の質保証に向けたシラバスの確実化が求められているが，シラバス作

成要領のアップデート等は学務委員会が，記載内容のチェックはシラバス点検委員会が，そ

れぞれ確実に行っている（3-1-③）。 

③ 単位認定基準，進級基準，卒業認定基準，修了認定基準等の厳格な適用 



12  

  

卒業認定基準，修了認定基準は，学部，研究科ともに，共通の基準により厳正に運用され

ている。基準は学生便覧に明記し，学生に周知している。 

単位の実質化に向け，共通教育の見直しの中で，CAP制度を検証し，2022年度にはキャリ

ア系科目の CAP算入を決めるなど，厳格な運用を進めている。2024 年度には CAP制度の在り

方を検討する中で，他大学の事例等を調査し，現状是認の方向で結論を得た（3－1-②，3-2-

③）。 

ボランティア活動単位認定制度はこの間検討を続けてきたが，課題が多く，設置を見送っ

ている（3-1-②）。 

学修時間の確保（授業外学修の推進）のための取組の成果は十分ではない。2023 年度は

FD・SD活動のナイスティーチャー講演では，学修時間確保等に重点化して取り組んでおり，

教員個々の積極的な取組も見られるが，学生調査では微増微減が続いている（3-1-②）。 

 支援事業で，CAP 制を設定し，その上限を学生の成績状況に合わせて，緩和あるいは厳格化

させる制度の設置が問われている。制度を設けている。 

 支援事業で，GPA 制度の導入及び活用が求められている。特に進級判定，または卒業判定へ

の GPA活用が課題であったが，2024 年度に修学支援を目的とした進級制度を導入した。2025

年度入学生から適用する。 

支援事業（教育の質）で，GPA制度を導入し，進級判定・卒業判定・退学勧告のいずれかの

基準として用いて，加えて GPAを学生自身の学修成果把握のために活用しているかが問われ

ている。問題なく該当している。 

 

3－2．教育課程及び教授方法 

① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

 運営会議を中心に三つのポリシーのメンテナンスを行う中で，CP の点検保守を確実に行っ

ている。人文，法ビ新コースの立ち上げに伴い，学科 CPの点検を行い，改正した。周知方法

にはなお改善が必要である。 

② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

2021年度卒業生を対象に実施した卒業時アンケート（DP獲得実感）や教養教育に関する分

析に基づき，共通教育と専門教育の連続性，現代的な教養教育の充実に力点を置く新カリキ

ュラムを，2023年度入学生からスタートした（3-2-③）。2022年度卒業生及び 2023 年度卒業

生に対する卒業時アンケートは確実に実施し，2023 年度及び 2024 年度それぞれで IR報告書

にまとめ，DP 達成度と 2018 カリを検証した。 

③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

法ビジネス学科の魅力化も視野に，学科専門科目として，Society 5.0基礎プログラムと連

動する企業・産業実データ分析科目 2科目（「ビジネスデータ分析 1」「同 2」）の 2024年度に

開設した（1-2-⑤，2-1-③）。 

国家資格教育の検証と改善を進める中で，公認心理師課程の改善に向け，2024 年度は実践

コースの 3年生・4年生ともに，年 2回の修学面談時に資格取得等についての説明を強化し，

院志望者に対する相談会を 2回実施した。また，大学院進学せず実務経験により資格取得を

目指す学生に対する支援については，国が指定する該当実習施設が全国で 9カ所とごく限ら

れており，当該道筋は現実的ではないため，取組を一旦停止している。外部環境の変化（実

習施設増加等）があれば再開する。 
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 教職課程では，2023年度に教職課程の自己点検・評価を実施し，外部評価に基づく改善点

の把握を行った。特に ICT を利活用できる教員の養成が喫緊の課題であることを確認した。

2024 年度は，全私教や九教協による外部評価はまだ実施されていない。2026 年度認可に向

け，保健体育課程認定の準備を滞りなく進めた（6-2-①）。 

 研究科では，2024 年度は，継続的な教育課程の改善と検証を進める中で，国家試験出題基

準を考慮した学士課程教育との接続性向上に向け，大学院授業公開と大学院生による心理学

基礎講座を実施している。また実習時間確保のためのカリキュラム再編と研究科の ASP 構築

についての検討を始めた。 

支援事業で，教育の質向上のために，実務家教員に，教育課程編成への参画，大学教員と

して必要となる教授法等に関する FD等を受講させること等が求められている。問題なく実施

できている。 

 支援事業で，（ア）入学後に主専攻分野を決定する仕組み（レイトスペシャライゼーション

等）の導入，（イ）主専攻分野以外の分野の課程を体系的に履修することができるような仕組

み（主専攻・副専攻制等）の導入，（ウ）学部・学科の転換を弾力化する仕組みの導入が求め

られている。このうち本学は（ア）については支援事業の要件を満たさないため不適だが，

後者 2つは問題なく導入できている。 

 支援事業で，外国語のみによる授業科目を開講し、当該授業科目のみの履修で卒業するこ

とが出来るかが問われている。2024年度新設の設問であるが，本学は該当していない。 

 支援事業（教室の室）で，履修系統図の作成等とこれらの活用を含む教育課程編成の改善

が求められている。問題なく実施できている。 

④ 教養教育の実施 

教養教育の充実は 2023年度導入の新カリキュラムを特徴づける大きな柱である。新カリキ

ュラムでは，卒業要件単位数の割り振りを見直し，共通教育科目の要卒単位数を 2単位増や

すと同時に，共通教育科目及び専門科目を問わず要卒単位に算入できる単位区分を確保し

た。これによりに，共通教育と専門教育間の連続性が一層担保され，学生の学びの自由度は

大きく高まった。 

（全学横断・縦断型教育プログラム（文理融合型プログラム）の推進） 

2つの全学横断・縦断型教育プログラム（文理融合型プログラム：ESDプログラム，

Society 5.0基礎プログラム）を確実に実施し，両プログラムの修了証発行制度を検証し，

2023 年度に改善した。2024 年度はプログラム構成科目の入替等，メンテナンスを進めてい

る。また寄附講座「ファイナンシャルリテラシー（FL）」を全学共通基礎科目として開講し，

「文系学生のための DX入門」を 2025年度より開講予定である。なお S5.0 プログラムは 2024

年 8月付けで国の認定制度を取得した。 

（数理・データサイエンス・AI教育の充実） 

数理・データサイエンス・AI教育の充実に向け，共通教育科目第４群及び該当する専門教

育科目の充実化を図るため，情報系教員の新規採用を決め，2024年度に着任した。また「学

問のへのステップⅡ」を「情報リテラシー教育」を担う科目，「情報技術演習」を「数理・デ

ータサイエンス（統計学，数学，コンピュータサイエンス等）・AI に関する授業科目」と位置

づけた。いずれも全学必修で，支援事業に対応している。 

前段で記したとおり，S5.0 プログラムは，2024年度に国の認定制度を取得した。また 2025

年度から共通教育で「文系学生のための DX入門」，法学部専門で「DX 社会論」「デジタルマネ

ジメント論」の開講を決めた。加えて，ICT 教育導入に向け DX 推進チームが組成され，基礎

データ収集や視察等を実施している。 
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支援事業で，数理・データサイエンス（統計学、数学、コンピュータサイエンス等）・ＡＩ

に関する授業科目の開講が問われている。必修科目として開講している。 

支援事業で，企業等の実データ等を用いて組織の課題解決に資するデータ分析などの実践

的なデータサイエンス教育を行う数理・データサイエンス・ＡＩに関する授業科目の開講が

問われている。開講している。 

⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

（アクティブ・ラーニングのコンセンサス醸成と推進） 

学修時間確保を含めた能動的学修（アクティブ・ラーニング（以下，「AL」という。））の推

進とこれに向けたコンセンサス醸成のために，授業評価の個票配付や IR報告書等で啓発，動

機づけを図っている。2024 年度は，AL導入実践例を扱う FDSD 研修会を実施した。 

（授業評価の実質化と活用） 

授業評価の実質化と活用に向け，授業評価項目，結果の通知・公表方法の検証を行ってい

る。2024年度は，授業評価個票活用方途の説明を強化した。また授業評価に関する他大学 FD

に参加し，情報収集を行った（3-3-②）。 

（精神保健福祉士課程の改善） 

 精神保健福祉士課程の改善に向け，コース学生の資格取得過程を含む教育内容の分析・検

証を継続的に行っている。結果は紀要にまとめている（3-2-③）。 

（教職課程における学生のICT活用指導力強化） 

教職課程では，ICT 関連新科目開設義務化に伴う施設・設備面での対応が必要だが，十分

ではない（2-3-①，2-5-①）。2024 年度は ICT活用指導力向上に向け，ソフトとハード両面

の整備を進めた（2-3-①，2-5-①）。 

支援事業で，AL導入科目の開講率が問われているが，求められている基準は十分に満たし

ている。 

支援事業で，ICT を利活用した質の高い教育を実現するための全学的な計画が求められてい

る。第 4次経営計画マニュアルに当該計画は示している。また「S-MANAB」の趣意書に対応も

ある。しかしながら時代の変化を受け，今後（1）ICT の環境の整備，（2）技術支援・教育支

援体制の整備，（3）セキュリティへの対応の 3点を含む，ICT 利活用に関する全学的な計画を

新設も含め，見直しを行った方が良い。 

支援事業で，AL導入科目の割合（70％以上）が問われている。2023 年度は 75.2％，2024

年度は 74.3％であった。 

支援事業（教育の質）で，学生による授業評価の結果を用いて，授業の改善を図るための

制度的取組の実施が求められている。「ナイスティーチャー制度」を導入している。 

支援事業で，ICT を活用した双方向型授業や自主学習支援の実施が問われている。ムードル

（自主学修支援），ディスコード（双方向型授業）を使用した個別授業がある。シラバスに明

示している。 

支援事業で，オープンな教育リソースについて活用が求められている。「進路指導の理論と

方法」等で他大学オープンリソースを教材として利用している。シラバスに明記している。 

 

3－3．学修成果の点検・評価 

① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 
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教育研究上の目的及び三つのポリシーの整合性・有効性についての検証と改善のために，

過年度卒業生及び就職先企業等からの意見聴取アンケートを実施し，IR報告書にまとめ，逐

次検証しながら，資料を蓄積している。 

（学習成果の可視化と ASPの検討と改善） 

3-1-①で述べた通り，志學館大学スタンダード（STD）に従った学修達成度を分析し，継続

的に IR報告書を作成している。2023 年度及び 2024 年度は年度末データを使用した。以後，

継続する。2024年度は STD を検証し，改善を完了した。また志學館大学アセスメントポリシ

ー（ASP）を検証し，一部見直しを行った。 

（ディプロマサプリメントの改善） 

ディプロマ・サプリメント（DS）の点検と充実の一貫として，DS制度の意義や利活用方法

等について検討する中で，オリエンテーションやユニパ案内等で DS について学生への周知を

強化した。便覧の表記を分かりやすく改訂した。 

DSを必要時に発行（受領）できるように規程の改正は完了している。ESD プログラムや

Society5.0基礎プログラムをはじめとして，単位修得以外の活動等の DS 記載情報の収集シス

テムの整備に課題があったが，新コース・新科目設置に合わせて，DS の各プログラムの科目

等配置を改善した。 

（FKテストの質の改善・向上） 

FKテストの内容と設問構造の検証と改善への取組は継続している。回次により得点分布が

大きく異なる問題点が改善されているかは今後検証する必要がある（2-2-①）。 

支援事業で，学生の課程全体を通じた成長実感や満足度等について測定するため，卒業時

のアンケート調査等の実施と結果の公表が求められている。加えてその結果を大学の教育活

動の見直しに活用しているかが問われている。先述の通り，確実に実施しており，検証と改

善に活用している。結果を受け，DP の改正につなげた事例もある。 

支援事業で，学生の学修成果の可視化や学修等の動機付けのために，単位認定，学位授

与，卒業判定とは別に，（指定された方法のいずれかで）学生の学修成果の把握を行うととも

に，その結果を大学等の教育活動の見直しに活用しているかが問われている。ユニパ上で DP

達成度をリアルタイムで確認できるようにし，学修ポートフォリオ機能を持たせている。こ

のデータを抽出し，前段の通り，DP 達成度について検証し，IR報告書にまとめ，見直しに活

用している。 

支援事業で，ディプロマサプリメントなど各学生が修得した知識や能力等を明らかにする

ための取組を実施しているか，加えて学修成果に関する情報について，企業等と意見交換を

実施し，その結果を反映しているかが問われている。DS 制度があり，卒業時に発行してい

る。2024年度は地元企業（鹿児島銀行人事部）と意見交換を行い，その結果を運営会議で協

議した。 

② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフィード

バック 

授業評価は毎学期行っており、フィードバック制度は 2017年前期にでき，評価はユニパ上

で行われている。 

（教育研究上の目的及び三つのポリシーの整合性・有効性についての検証と改善について

は 5-1-②で，DPを軸にした教育課程の組織的・体系的編成と継続的改善は 3-2-②で，卒業

等認定制度の検証と実質化は 3-1-②で，それぞれ記載している。） 
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支援事業で，学修歴証明のデジタル化が求められている。2023 年度にデジタルバッジ制度

を導入した。運用制度の精緻化が課題であったが，2024 年度に発行制度は整った。ただし成

績証明書のデジタル化に見込みが立っていない。 

 

4－1．教学マネジメントの機能性 

① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確立・発揮 

（大学運営会議とセンター、委員会等の報告・連絡等体制の確立） 

2022年度に大学管理運営の確実化に向けた体制整備のために，大学運営会議とセンター，

委員会等の報告・連絡等体制の確立を企図し，拡大改革推進会議を常設化した。2023 年度は

学長のリーダーシップのもと，名称を改革推進会議に改め，更なる制度検証を行い，一層の

実質化と有効的活用に向けた改善が図られた。年間計画に沿った改革推進会議の開催，各部

署による検証報告など，実質化が進み，確実に PDCA の「C」が機能している。 

2024年度に，高大接続教育センター業務を「学修支援」「共通教育メンテナンス」「高大連

携」の 3部門に切り分け，緩やかな独立業務体制の構築によるセンター機能強化と効率化を

推進した。 

（大学院の教学マネジメント体制の点検と整備） 

大学院では，研究科長直下の WG制度は継続した上で，研究科教務委員会を設置している。

研究科の安定的運営に寄与していると評価する。2023 年度は，研究科実習 WGを実習担当者体

制に移行させるための各所各種調整，準備を行った。2024年度は研究科教務委員会と各 WGの

機能との関係の検証し，実習リーダーMTG において実習委員会の可能性を検討した。 

また大学運営会議と研究科委員会間の報告・連絡等体制の検証と確立に向け，研究科委員

会での議決事項を大学運営会議で審議する体制は定着している。 

② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

（学部・研究科のオートノミーの構築） 

学部・研究科のオートノミーの構築，あるいは教育の質保証に向けた学部・研究科の責

任・権限の明確化という観点からは，例えば，人間文化学科及び法ビジネス学科の新コース

構想検討にあっては，理念・ビジョンからその実際的，現実的具現化に係り，学長と学部

長，学部と学科，さらにはその構成メンバーへと，責任と権限を適切に明確化しながら，縦

横の効率的な往還によって，短期間で成果を得ている。これは，学長あるいは大学（学園）

執行部のビジョンが，成員間のコンセンサスを得ながら高次に結実した好例であり，本学の

教学マネジメント体制は，学長及び学部長のリーダーシップのもと，適切に機能していると

評価する。 

 大学管理運営の確実化に向け，教員エフォート把握のための学部長による教員業務点検制

度の実質化が課題であった。2024年度冒頭に，学長主導で業績評価制度を見直し，規程（実

施要領）の改定，手順の明確化等を進め，2023年度分の業績評価（2024 年度実施）から適用

している。 

新任教職員研修の検証と改善を進める中で，2024年度に新任教員に対するサポート補強を

念頭に教員 TA制度を開始し，年度末には制度検証のためにヒアリング機会を設けた。 

研究科では，既述の通り，WG制度の導入と研究科委員会での報告・審議体制により，学長

から研究科長へと続くガバナンスのもと，カリキュラム編成や学事進行等の適正な管理が図

られている。 

③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 
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事務局組織の機能性の検証と効率化に向け，現行業務体制の検証と改善を進めている。学

園全体の動きに配慮しながら，特に人的エフォート削減に向け，自動化等による効率性向上

を図っている。2024 年度は学生数での事務負担割合の検証を行った。 

 

4－2．教員の配置・職能開発等 

① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

転換可能な定員が生じたときを捉え，教員配置を検証し，教学活動の有効化を図り，同時

に専門教育カリキュラムの改善・整理を確実に行っている。2023年度は心理臨床学科新コー

スの設置及び教職課程の充実を視野に入れた教員確保を行い，また法ビジネス学科の魅力化

と数理・データサイエンス・AI教育の充実を見据えた教員配置に向けた道筋を着け，2024 年

度に当該教員が着任している。2024 年度も教育プログラムの追加・変更や改組に対応した教

員配置を適切に進めている。 

教員業績評価申告票に基づき，教員の教育に係る エフォート の分析は継続的に行ってい

る。 

施策として，「時間割・固定研修日制度の見直し」を掲げていたが，このうち固定研修日制

度の見直しについては，2023年度に労務制度改正により制度が廃止され，解消をみた。授業

分散を図る時間割の見直しは，時間割 WGが取り組んでいる。2023 年度は，2024年度カリキ

ュラム開講に向け，1年次選択必修科目と共通教育科目の同一コマ内での科目概要の重複を解

消するために科目移動を行っている。2024 年度は新コース科目開講を含め，時間割 WG で授業

科目の適切な配置を検討し確実に実施している。 

支援事業で，2024 年度に新たに外国人教員等の割合 10％以上が求められている。2024年度

は 6.8％であった。 

支援事業で，授業を担当する専任教員等に対し，ティーチング・ポートフォリオ（TP）作

成制度の導入とこれを教育改善または教員等の教育業績の評価に活用する仕組みがあること

が求められている。教員業績評価の自己省察欄が TP機能を有しており，教育改善に活用する

仕組みがある。 

支援事業（教育の質）で，教員の教育面における評価制度の設置が問われている。教員業

績評価申告制度があり，内容を昇任時資料として処遇している（4-2-②）。 

② FD（Faculty Development）をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発と効果

的な実施 

ICTを活用した授業方法の研修の企画と実施（大学教育での ICT活用の具体的な実施方法

等に関する研修実施）を掲げ，2024 年度は ICTを活用した授業方法についての研修会を実施

した（3-2-⑤，4-3-①）。 

支援事業（教育の質）で，教員の教育力向上を図るため，FD実施のための組織（委員会

等）を設置するとともに，教育を行う専任教員等を対象として組織的かつ体系的に FD を実施

していることが問われている。全ての専任教員が FD活動に参加，従事している。 

 

4－3．職員の研修 

① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組

み 

SD活動の充実も見据え，FD・SD推進委員会を設置している。年間計画を定め，確実に実施

している。今後，各取組みの検証に加えて，大学独自（大学院運営に係る研修を含む）の SD

活動の充実が望まれる（3-2-⑤，4-2-②）。 
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新任教職員研修制度の実施と検証は確実に行っている。年度末に当該年度新任者（新任者

として 1年経過した者）からの新任者研修に対するフィードバックを得て，これを次年度に

活かす仕組みが定着している。2024 年度は，さらにチューターによる新任教員のフォローア

ップを実施した（3-2-⑤，4-2-②）。 

支援事業（教育の質）で，大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため，専

任教職員を対象として組織的かつ体系的に SD を実施しているかが問われている。全専任教職

員が SD活動に参加，従事している。 

 

4－4．研究支援 

① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

2023年度に研究環境・支援の充実に向け，両学部に研究推進委員会を組成し，学部特性に

合わせた研究推進と研究倫理遵守を取組の両軸としながらも，臨機応変に両学部合同の会議

体を持つなど，両学部間で機動的に連携していく体制に道筋が着いている。2024 年度は FD・

SD 研修会で，科研費等の競争的資金を獲得した研究について報告が行われた。 

法学部では，2024 年度後期に出版予定のテキストの準備を進めている。 

② 研究倫理の確立と厳正な運用 

公正な研究実施の検証体制の構築に向け，研究倫理審査制度の一部を学部研究推進委員会

の所掌にしている。人間関係学部では，公正な研究推進体制の整備は完了している。今後，

実働させながら検証等行う。研究倫理審査では予備審査制度を改善し，効率化を図ってい

る。 

研究インテグリティの確保に向け，「志館大学研究者及び研究支援者の行動規範」を改正

し，加えて新たに「研究インテグリティの確認及び情報開示要項」を定めた。 

公正な研究のための啓発・研修活動は，コンプライアンス啓発活動として年間４回を目標

に継続的に取り組んでいる。 

大学院では，研究倫理関係の規程類はできている。研究倫理審査関係は問題なくできてい

る。院生への啓発・研修活動は定例化して実施できている。 

③ 研究活動への資源の配分 

教育研究費は確保されている。ただし研究活動は全学的には活発とは言えない。 

学長裁量経費による研究奨励・支援として，2024 年度からは特定課題領域（DX 推進（ICT

教育）と地域課題））が設定，焦点化されている。「ICT 教育」については DX推進特命チーム

が現状把握と意識醸成を図っている。「地域課題」に取り組む研究への支援は確実に行ってい

る。 

学会誌論文投稿費等に対する援助は，制度構築に向け，教員業績評価の中で論文投稿実数

と推移のモニタリングを続けているが，具現化には至っていない。2024年度は，援助制度の

前提となる教員業績評価（2023分）を確実に実施し，これに伴い評価制度の改修も行った。 

競争的資金獲得に向け，合同研修会で競争的資金獲得者の研究紹介を行った（5-4-②）。 

 

5－1．経営の規律と誠実性 

① 経営の規律と誠実性 

コンプライアンス制度に則った校費等執行の厳正な管理等に向け，運営会議や教授会等の

機会を捉えた事案発表や学内掲示等による啓発キャンペーンを継続的に実施中である。 



19  

  

ハラスメント防止体制の整備の観点から，運営会議や教授会等で，他学事例等をひき，適

宜，注意喚起・意識向上の呼びかけを継続している。コンプライアンスチェックシートを通

じた防止活動は確実に実施している。 

② 使命・目的の実現への継続的努力 

 3-3-①で述べたとおり，大学の使命・目的，学部，学科の教育研究上の目的の実現に向

け，過年度卒業生及び就職先企業等からの意見聴取を実施し，資料を蓄積している。三つの

ポリシーとの整合性の検証を行いながら，使命・目的の実現のために不断の努力が必要であ

る（1-2-④，1-2-⑤，3-3-①，3-3-②）。2023年度は既述の通り，教育研究上の目的から 3P

の整合性について点検し，三つのポリシーを改正した。2024 年度は先述の通り，地元企業

（鹿児島銀行人事部）との意見交換会を実施し，社会が求める人材ニーズと DPの整合性の検

証を行った。 

 

5－4．財務基盤と収支 

① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

大学による人件費の基礎的管理の制度化に向けた，現行の人件費予測・管理手法の維持

は，学園本部の所管として集約しているため，設置校ごとの管理は不要とする（5-4-②）。 

② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

4-4-③で記した競争的資金の獲得等に加え，寄附金額の増強に繋がる施策に取り組むな

ど，学生納付金以外の収入を安定的に確保できる体制を構築する必要がある。 

 

5－5．会計 

① 会計処理の適正な実施 

補助金研究費（競争的資金と学内配分）の不正使用対応要項等は整備している。コンプラ

イアンス研修を実施している。 

コンプライアンス制度に則った適正な予算執行体制の継続的改善に向け，サークル監督協

議会にて会計の徹底等周知等を継続している。 

 

6－1．内部質保証の組織体制 

① 内部質保証のための組織の整備，責任体制の確立 

 本学の内部質保証制度の深化，特に内部質保証ポリシー実現に向けた自律化とエフォート

軽減を一層進めるために，企画，実施，点検，改善のルーチン化・可視化に向けた制度点検

が不断に必要である。新しい中長期計画は 3つの点検・評価を基に作成したので，特に認証

評価対応は含まれており，負担軽減につながっている。ただし，支援事業対応は，今後もあ

る程度独立した活動が必要である。 

支援事業（教育の質）で，学長を中心とした，全学的な教学マネジメントの体制を構築

し，全学部等の取組について３つのポリシーを踏まえた適切性にかかる点検・評価の状況を

活用してことが求められている。IR 室を下に持つ運営会議がこれを満たしている。 

 

6－2．内部質保証のための自己点検・評価 

① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

1-2-①でも記載したとおり，使命・目的及び教育目的を承けて策定された中長期計画の背

景や意図について，教職員の共通理解を進めるために，第４次経営計画マニュアルを作成し
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ている。年度途中に各年度の中間点検を確実に実施した上で，年度末点検（自己点検評価報

告書の作成）を行っている。点検評価結果は自己点検評価委員会で審議し，教授会で報告，

共有している。報告書は HP等で公開している。 

冒頭で述べたとおり，2024 年度末で第 4次中長期経営計画（6カ年計画）は折り返し時点

を迎え，2025 年度から第 4次計画の下半期に入る。「3つの点検評価」の観点から 2024年度

分の自己点検評価が第 4次計画の中間点検報告を兼ねる。 

支援事業で，学長を中心とした，全学的な教学マネジメントの体制において，教職員の業

務内容を整理・点検した上で，大学全体レベル，学位プログラムレベルで大学教育の成果を

アセスメントプランに則り点検・評価を実施しているかが問われている。遺漏なく実施して

いる。 

支援事業（教育の質）で，三つのポリシーを踏まえて、大学等の取組の適切性にかかる点

検・評価（学外の参画を得ている）のサイクルを確立し，実施しているかが問われている。

法定の認証評価は含まず，確実に実施している。 

支援事業（教育の質）で，以下の情報の経年比較可能な数値データを公表しているかが問

われている。（ア）学修時間又は学修実態，（イ）授業評価結果（授業アンケート集計結果

等），（ウ）学修成果（学生の学修成果を把握するためのアンケート調査や単位取得状況，学

位取得状況，学内試験結果，外部の標準化されたテスト等），（エ）卒業生の資格取得又は進

路等にかかる実績（資格試験や国家試験の合格者数や合格率，語学資格試験実績，大学院進

学率，起業者数等），（オ）就職率である。すべて公表している。 

② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

IRは現在の活動度で維持する。定常化に向け，年間スケジュールを示すと共に，マニュア

ル類作成の準備を進め，具体的手順書はほぼ完成した。 

支援事業で，IR情報を活用し，教育課程の適切性の検証と教育改善を行うサイクルの運用

が問われている。次項でも触れるとおり，質保証制度と PDCA サイクルは機能している。 

支援事業で，IR機能強化に向けた取組の実施（IRの他大学等への普及に向けた取組や外部

研修会での講師等）が求められている。支援事業が求める最も高い水準には未達であるが，

所期の目的は概ね達しており，当面は現状維持が妥当であると評価する。 

支援事業で，統計解析等や IRに関する知識を有し，学生に関する様々なデータの収集・分

析を実施し，機関決定等に資する提案又は情報の提供を行うための専門職を配置するととも

に，教学 IRを担当する組織・部局の概要（大学組織上の位置づけ等）及び教学 IRをきっか

けとする教学改善の事例の紹介をホームページなどで情報公開しているかが問われている。

対応できている。 

支援事業（教育の室）で，IR機能の整備し，点検・評価に活用しているかが問われてい

る。問題はない。 

 

6－3．内部質保証の機能性 

① 内部質保証のための学部，学科，研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組みの確立と

その機能性 

「志學館大学における大学運営及び教育研究実施の質保証制度」で内部質保証のための大

学全体の PDCAを定義している。大学運営会議による planに各学部長及び研究科長が参加，

do に学部，学科，研究科を含む各級組織が参画し，check には各種センター・委員会の長が

参画する大学改革推進会議が当たることで，大学全体から学部，学科，研究科及び各種セン
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ター等までを含む PDCAになるようにしている。これにより内部質保証のための学部，学科，

研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組みの確立は達成できていると評価する。 

第 4次計画の特徴の 1つは，教育の質保証（教育の改善，質の向上）への注力にあるが，

そのために今後特に，学部，研究科等の企画力を高め，PDCA のうち，現在主に大学運営会議

が担っている plan プロセスへの，学部，研究科の参画度を高める必要がある。 

第 4次計画を踏まえた「3つの点検評価」ファイルの更新を確実に行っている。大学改革推

進会議を通じた中長期計画の中間点検，年度点検制度・体制は確立している（6-1-①）。 

支援事業（教育の質）で，組織的に学生の学修時間及び学修行動の把握し，その結果を大

学等の教育活動の見直しに活用しているかが問われている。学生生活調査を確実に実施し，

IR 報告書にまとめ，運営会議で審議している。 

 

※その他（中長期計画に対応がない事項） 

支援事業で，学事暦の柔軟化として，「３学期制又は４学期制」あるいは「４月以外の学生

受け入れを前提とした入学者選抜の実施」を実施しているかが問われている。実施していな

い。 

 

その他（特記事項関係） 

① 社会連携の推進 

社会連携センター活動の検証と改善を進める中で，地域ニーズと学内シーズの把握による

人的資源を可視化・発信する方策を検討し，公開講座「おとなの教養講座」を 2023年度，

2024 年度と 2 年連続で開催した。2025年度も開催予定であり，本学の学術シーズの地域発信

に寄与している。 

地域課題を意識した授業・活動を推進する中で，2023 年度は「産官学連携 DX 推進シンポジ

ウム」を実施した。2024 年度は，県知事の特別授業や鹿児島市長の事業参加，キャリア教育

ゼミのメディア露出等，特筆すべき取組が多数展開されている。 

社会人学生受け入れ体制制度の検討（リカレント教育対応と合わせた検討）を掲げてい

る。社会人学生受入制度の検討は進んでいない。学び直し・リカレント教育については今後

大学改革の視点で，継続的な検討が必要である。 

地域連携に関する効果的な広報によるプレゼンスの向上に向け，社会連携関連 HPのデザイ

ンや構成の更新を図っている。2023 年度は，地域連携イベントを中心に情報発信アップデー

トの迅速化と情報量の増加に努めた。鹿児島市・中小企業基盤整備機構主催の「未来起業家

応援セミナー」などでは大学インスタも活用して発信した。2024年度は，大学 HP本体が更新

された。 

地域と共に成長する教育の実質化に向け，学生の学びの機会創出に繋がる自治体等との連

携事業は，新規事業も含め，確実に実施している。 

社会連携活動による学修成果の把握していくために，2024年度は教員の社会連携活動の状

況把握を行った。また公欠手続きの見直しにより，ボランティア公欠制度構築を進めた。 

履修証明プログラム及び教育訓練指定講座等の活性化に向け，2024 年度は履修証明プログ

ラムについては，社会連携センターから学務課へ管轄を変更した。また「登録日本語教員養

成機関」及び「登録実践研修機関」登録に向け，準備を進めた。 

連携機関との定期的情報交換の場の強化に向け，協定締結先と年度内の活動を通じて，個

別の協議を確実に実施している。 


